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新 旧 備考 

貿易代金貸付保険包括保険（２年未満）の引受基準について 
 

平成13年４月１日 01‐制度‐00072

沿革 平成27年11月16日 一部改正

この規程は、貿易代金貸付保険包括保険（２年未満）特約書（平成13年４

月１日 01‐制度‐00016。以下「特約書」という。）により、独立行政法人日

本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）との間に特約を締結した銀行と

の保険契約に適用されるものであり、特約書第３条（特約書附帯別表第２）の

保険契約締結の制限及び保険契約締結に係る取扱いの基準は、下記によるもの

とする。なお、貿易代金貸付契約（２年未満）とは、「別紙１ ２年未満案件

の解釈等」によるものとする。 

 

記 

 

１ 基本的引受基準 

(1)～(2) （略） 

(3) 「別表 国別引受基準」に適合しない貸付契約であって、保険契約の

締結を希望する者からの申請により日本貿易保険が内諾書を発行した貸

付契約は、当該内諾書に基づき保険契約を締結することとする。 

なお、保険契約の締結に条件がある内諾書にあっては、当該条件を満た

す貸付契約に限るものとする。 

ただし、次のすべての条件を満たす案件にあってはこの限りでなく、内

諾書を発行したものとみなすものとする。 

①～② （略） 

③ 起算点（「別紙１ ２年未満案件の解釈等」２ に規定するものを

いう。以下同じ。）から最終償還日までの期間（以下「償還期間」と

いう。）が１年以内のもの 

(4)～(7)  

 

２ 国別引受制限 

償還国又は保証国により国別引受制限を次のとおりとする。なお、償還国

及び保証国の取扱いについては、「別紙２ 償還国等の取扱い」による。 

貿易代金貸付保険包括保険（２年未満）の引受基準について 
 

平成13年４月１日 01‐制度‐00072

沿革 平成27年11月２日 一部改正

この規程は、貿易代金貸付保険包括保険（２年未満）特約書（平成13年４

月１日 01‐制度‐00016。以下「特約書」という。）により、独立行政法人日

本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）との間に特約を締結した銀行と

の保険契約に適用されるものであり、特約書第３条（特約書附帯別表第２）の

保険契約締結の制限及び保険契約締結に係る取扱いの基準は、下記によるもの

とする。なお、貿易代金貸付契約（２年未満）とは、「別紙１ ２年未満案件

の解釈等」によるものとする。 

 

記 

 

１．基本的引受基準 

(1)～(2) （略） 

(3) 「別表１ 国別引受基準」に適合しない貸付契約であって、保険契約

の締結を希望する者からの申請により日本貿易保険が内諾書を発行した

貸付契約は、当該内諾書に基づき保険契約を締結することとする。 

なお、保険契約の締結に条件がある内諾書にあっては、当該条件を満た

す貸付契約に限るものとする。 

ただし、次のすべての条件を満たす案件にあってはこの限りでなく、内

諾書を発行したものとみなすものとする。 

①～② （略） 

③ 償還期間が１年以内のもの 

 

 

(4)～(7)  

 

２．国別引受制限 

償還国又は保証国により国別引受制限を次のとおりとする。なお、償還国

及び保証国の取扱いについては、「別紙２ 償還国等の取扱い」による。 
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新 旧 備考 

(1) （略） 

(2) 条件付引受国 

① 引受基準 

「別表 国別引受基準」の『国名』欄に掲げる国が償還国（保証国が

ある場合には当該保証国）となる貸付契約のうち、同表の基準に適合し

ない貸付契約にあっては特約書第１条の規定にかかわらず保険契約の

申込みを要しない。仮に保険契約の申込みがなされた場合においても日

本貿易保険はてん補する責めに任じない。 

ただし、貸付契約の保証国が償還国以外の国の場合にあっては、「別

表 国別引受基準」の基準は償還国に替えて保証国とする。 

② 条件等 

「別表 国別引受基準」の『その他の条件』欄に条件が記されている

場合の保険契約は、当該条件を適用する。 

 

附 則〔抄〕 

附 則〔平成27年11月16日〕 

この改正は、平成27年11月30日から実施する。 

(1) （略） 

(2) 条件付引受国 

① 引受基準 

「別表１ 国別引受基準」の『国名』欄に掲げる国が償還国（保証国

がある場合には当該保証国）となる貸付契約のうち、同表の基準に適合

しない貸付契約にあっては特約書第１条の規定にかかわらず保険契約

の申込みを要しない。仮に保険契約の申込みがなされた場合においても

日本貿易保険はてん補する責めに任じない。 

ただし、貸付契約の保証国が償還国以外の国の場合にあっては、「別

表１ 国別引受基準」の基準は償還国に替えて保証国とする。 

② 条件等 

「別表１ 国別引受基準」の『その他の条件』欄に条件が記されてい

る場合の保険契約は、当該条件を適用する。 

 

附 則〔抄〕 

附 則〔平成27年11月２日〕 

この改正は、平成27年11月10日から実施する。 

 
［別紙１］ 

 

２年未満案件の解釈等 

 

１ （略） 

 

２ 起算点については、ＯＥＣＤ輸出信用アレンジメントによるほか、次のよ

うに運用する。 

①～③ （略） 

 

（備 考） 
１ Ｅ／Ｓ ：Each Shipment 
２ Ｍ／Ｓ ：Middle Shipment 
３ ＬＭ／Ｓ：Last Major Shipment 
４ Ｐ／Ａ ：Provisional Acceptance 

［別紙１］ 

 

２年未満案件の解釈等 

 

１．（略） 

 

２．起算点については、ＯＥＣＤ輸出信用アレンジメントによるほか、次のよ

うに運用する。 

①～③ （略） 

 

（備 考） 
１．Ｅ／Ｓ ：Each Shipment 
２．Ｍ／Ｓ ：Middle Shipment 
３．ＬＭ／Ｓ：Last Major Shipment 
４．Ｐ／Ａ ：Provisional Acceptance 
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５ Ｃ／Ｏ ：Commissioning 
 

５．Ｃ／Ｏ ：Commissioning 
 

［別紙２］ 

 
償還国等の取扱い 

 
１ 貸付契約の償還国は、以下によるものとする。 
①～② （略） 

 
２ 貸付契約の保証国は、以下によるものとする。 

保証銀行の所在する国（保証銀行が支店の場合であって支店と本店の所在

する国が異なる場合は、当該支店の所在する国） 

 

［別紙２］ 

 
償還国等の取扱い 

 
１．貸付契約の償還国は、以下によるものとする。 
①～② （略） 

 
２．貸付契約の保証国は、以下によるものとする。 

保証銀行の所在する国。ただし、保証銀行が支店の場合であって支店と本

店の所在する国が異なる場合は、「別表２ 国カテゴリー表」における記号

がアルファベット順でいずれか後にくる文字の国。 

（注）上記保証銀行が支店であって本店が異なる国に所在する場合は、当

分の間支店の所在国を保証国とすることを妨げない。ただし、この場合にあ

っては当該本店の所在国に係るてん補事由による損失については、てん補し

ない。 

 

 

［別紙３］ 

 

第三国一流銀行 

 

第三国一流銀行保証として取扱う銀行とは、次のものをいう。 

 

１ 本邦の銀行（銀行法（昭和56年法律第59号。以下「銀行法」という。）

第２条第１項に規定する銀行。） 

 

２ 国カテゴリー表のＡ又はＢの国カテゴリーに属する国又は地域（以下「適

用国」という。）において、保証を行う銀行であって、次の全ての条件を満

たす銀行 

①～② （略） 
 

［別紙３］ 

 

第三国一流銀行 

 

第三国一流銀行保証として取扱う銀行とは、次のものをいう。 

 

１．本邦の銀行（銀行法（昭和56年法律第59号。以下「銀行法」という。）

第２条第１項に規定する銀行。） 

 

２．「別表２ 国カテゴリー表」のＡ又はＢの国カテゴリーに属する国又は地

域（以下「適用国」という。）において、保証を行う銀行であって、次の全

ての条件を満たす銀行 

①～② （略） 
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［別紙４］ 

 

原子力発電等プロジェクトの用に供する貨物等の輸出契約等 

 

原子力発電等プロジェクト（原子力関連資機材等を用いる施設の建設・補修

等。以下同じ。）の用に供する貨物等の輸出契約等。ただし、当該プロジェク

トの事業主体者又は事業主体者と建設工事契約その他の当該プロジェクトに

係る契約を締結した企業（当該企業が事業主体者と当該プロジェクトに係る建

設工事契約を一括して締結した場合は、当該企業と建設工事契約その他の当該

プロジェクトに係る契約を締結した企業を含む。）を相手方とする輸出契約等

であって当該契約金額が15億円以上のものに限る。 

 

［別紙４］ 

 

原子力発電等プロジェクトの用に供する貨物等の輸出契約等 

 

原子力発電等プロジェクト（原子力関連資機材等を用いる施設の建設・補修

等。以下同じ。）の用に供する貨物等の輸出契約等。ただし、当該プロジェク

トの事業主体者又は事業主体者と建設工事契約その他の当該プロジェクトに

係る契約を締結した企業（当該企業が事業主体者と当該プロジェクトに係る建

設工事契約を一括して締結した場合は、当該企業と建設工事契約その他の当該

プロジェクトに係る契約を締結した企業を含む。）を相手方とする輸出契約等

であって当該契約金額が10億円超のものに限る。 

 

 

［別紙５］ （略） 

 

［別紙５］ （略） 

 
 

［別表］ 

国別引受基準 

国 

ｺｰﾄ  ゙
国名 

契約等の金額の 

上限（億円） 

償還期間の 

上限（年） 

償還方法に

係る条件 

その他の 

条件 

 （略）     

※「契約等の金額の上限」：一件当たりの貸付契約の金額の上限 

 

 

注１：以下の①から⑩のいずれかに該当する銀行若しくは同行の支店若し

くは子会社（イラン国外に所在するものを含む。）以外の銀行が発

行するＩＬＣにより一覧払いで決済される輸出契約等に係る貸付

契約について保険契約を締結する。ただし、⑪の銀行又は同行の支

店（イラン国外に所在するものを含む。なお、子会社は含まない。）

が発行するＩＬＣについては、外国為替及び外国貿易法に基づく財

務大臣の許可を得た場合に限るものとし、当該許可が取り消された

場合は、保険契約上、当該許可は初めから無効であったものとみな

す。 

①～⑪ （略） 

［別表１］ 

国別引受基準 

国 

ｺｰﾄﾞ
国名 

契約等の金額の

上限（億円） 

ユーザンス

の上限（年）

決済方法に

係る条件 

その他の 

条件 

 （略）   

※「契約等の金額の上限」：一件当たりの貸付契約の金額の上限 

「ユーザンスの上限」：貸付契約における貸付金等の償還期間 

 

注１：以下の①～⑩のいずれかに該当する銀行若しくは同行の支店若しく

は子会社（イラン国外に所在するものを含む。）以外の銀行が発行

するＩＬＣにより一覧払いで決済される輸出契約等に係る貸付契

約について保険契約を締結する。ただし、⑪の銀行又は同行の支店

（イラン国外に所在するものを含む。なお、子会社は含まない。）

が発行するＩＬＣについては、外国為替及び外国貿易法に基づく財

務大臣の許可を得た場合に限るものとし、当該許可が取り消された

場合は、保険契約上、当該許可は初めから無効であったものとみな

す。 

①～⑪ （略） 
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注２ （略） 

 

注２ （略） 
（削除） ［別表２］ 

国カテゴリー表（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


